
　

第５１期計算書類

貸 借 対 照 表

個 別 注 記 表

自　平成 ２９年　４月  １日

至　平成 ３０年　３月３１日

ＪＦＥ建材加工株式会社



ＪＦＥ建材加工㈱

（単位：円）

金　　　額 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

1,403,313,067 234,999,274

現 金 及 び 預 金 317,172 支 払 手 形 38,741,721

預 け 金 1,118,167,721 電 子 記 録 債 務 34,637,037

受 取 手 形 77,467,000 買 掛 金 66,667,461

売 掛 金 154,640,979 未 払 費 用 31,521,993

仕 掛 品 9,874,886 未 払 法 人 税 等 13,409,952

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 29,561,380 未 払 消 費 税 等 11,891,300

前 払 費 用 1,275,592 前 受 金 1,918,269

繰 延 税 金 資 産 11,610,000 預 り 金 12,169,541

未 収 入 金 1,678,337 賞 与 引 当 金 24,042,000
貸 倒 引 当 金 △1,280,000

42,933,530

1,848,128,074 退 職 給 付 引 当 金 34,584,000

1,833,575,544 役 員 退 職 引 当 金 6,372,000

建 物 116,272,132 そ の 他 の 固 定 負 債 1,977,530

構 築 物 5,091,338 負　債　合　計 277,932,804

機 械 及 び 装 置 2,464,198 （純資産の部）

車 両 及 び 運 搬 具 9,905,305 株　主　資　本 2,973,508,337
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 1,828,971 資　本　金 20,000,000

土 地 1,698,013,600 資本剰余金 2,729,000,000

1,228,462 その他資本剰余金 2,729,000,000

電 話 加 入 権 1,228,462 利益剰余金 224,508,337

13,324,068 利益準備金 5,000,000

長 期 前 払 費 用 16,068 その他利益剰余金 219,508,337

出 資 金 500,000 　別途積立金 60,000,000

繰 延 税 金 資 産 11,840,000 　繰越利益剰余金 159,508,337

そ の 他 の 投 資 等 968,000

純　資　産　合　計 2,973,508,337

資　　産　　合　　計 3,251,441,141 負債・純資産合計 3,251,441,141

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 借 対 照 表

(平成３０年 ３月３１日現在)

流 動 負 債流 動 資 産

科　　　　目 科　　　　目

固 定 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産



JFE建材加工㈱

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品・原材料は総平均法による原価法、仕掛品及び貯蔵品は個別法による原価法。

　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　　建物及び建物付属設備、また平成28年4月1日以後に取得した構築物に関しては定額法、

　　その他については主に定率法を採用しております。

無形固定資産

　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込有効期間（5年）

　　に基づいております。

　（３）引当金の計上基準

貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等

　　の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支払に備えるため、支払に関する内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しており

    ます。

　（４）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 426,543,677 円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　（単位：株）

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数

普通株式 40,000 40,000

　（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当 　　　　　　　平成29年6月15日　定時株主総会の決議による。

株式の種類 　配当金の総額（円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

普通株式 24,240,000 606 平成29年3月31日 平成29年6月16日

　（３）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当

平成３０年６月１２日開催の定時株主総会で次の通り決議する予定であります。

株式の種類 　配当金の総額（円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

普通株式 20,080,000  502  平成30年3月31日 平成30年6月13日

４．税効果会計に関する注記

　（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であります。


